
農業環境技術研究所年報 平成 22年度 

 39 

Ⅰ．研究の実施状況 

 

１．平成 22 年度の研究実施の概要 

 【平成 22 年度に係る業務実績報告書】から抜粋（p.39～75） 

 

第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき

措置 

１．試験及び研究並びに調査 

中期目標 

（１）重点研究領域 

新たな中期目標を定めるに当たり、研究所の独自性を発揮する観点から農業生産環境の安全性を

確保するための基礎的な調査及び研究への特化・重点化を図りつつ、食料・農業・農村基本計画に

対応して策定した「農林水産研究基本計画」に示された研究開発を推進するため、「農業環境のリ

スクの評価及び管理に向けた研究開発」、「自然循環機能の発揮に向けた農業生態系の構造・機能

の解明」及び「農業生態系の機能の解明を支える基盤的研究」を重点的に実施する。なお、研究開

発に当たっては、安全性及び研究推進への国民の理解の確保に努める。 

 

（２）研究の推進方向 

研究に係る目標の作成に当たって、次のように定義した用語を主に使用して段階的な達成目標を

示す。また、研究対象等を明示することにより、達成すべき目標を具体的に示す。 

 

解明する：原理、現象を科学的に明らかにすること。 

開発する：利用可能な技術を作り上げること。 

確立する：技術を組み合わせて技術体系を作り上げること。 

 

Ａ 農業環境のリスクの評価及び管理技術の開発 

中期目標 

この研究領域においては、農業生産環境の安全性を確保するため、農業環境のリスクの評価及び管理

に向けた研究開発を推進し、豊かな環境の形成と次世代への継承、農産物の安全・信頼の確保等に貢献

する。研究開発の推進に際しては、農業生産技術に関する研究、農村を対象とした工学的・社会科学的

研究、林業及び水産業等に関する研究、生態学、生命科学、医学等の様々な分野との連携並びに諸外国

の研究機関や国際機関との連携に留意する。 

 

１）農業生態系における有害化学物質のリスク管理技術の開発 

中期目標 

農地を含む非特定汚染源からの化学物質の農業生態系外への負荷の拡大や負荷の広域的な拡散に対

する懸念が高まっている中、化学物質等による生態系のかく乱リスクの評価とその広域拡散を防止する

技術の開発が課題となっている。 
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このため、有害化学物質の生態リスク評価手法及び生態リスク管理技術の開発を行う。 

特に、有害物質やドリン系を含む残留性有機汚染物質（POPs）によるリスクを低減するための技術

（土壌改良資材等を利用して作物への吸収を抑制する技術、浄化植物に土壌中の重金属を吸収させ除去

するファイトレメディエーション技術等）の開発について着実に実施する。 

 

 

中期計画 

（１）農業環境中における有害化学物質のリスク評価手法及びリスク管理技術の開発 

農業環境におけるカドミウム、ヒ素、放射性物質、ドリン系を含む残留性有機汚染物質（POPs）等

の化学物質による汚染リスクを低減するため、それらの動態を解明するとともに、リスク低減技術を開

発する。農薬等の有機化学物質については、環境中挙動予測モデルを開発するとともに、水生節足動物

等への暴露試験等により、環境リスク評価手法を開発する。また、有害化学物質で汚染された土壌を化

学洗浄、バイオレメディエーション等の手法で修復する技術や、これらの物質に対する低吸収性品種の

利用技術等を開発する。 

 

大課題実績（中課題実績） 

（１）農業環境中における有害化学物質のリスク評価手法及びリスク管理技術の開発(A11) 

ア 農薬等の環境リスク評価手法及びリスク低減技術の開発 

［研究の背景］ 

 人畜や環境に有害な影響を及ぼす危険性が高い残留性有機汚染物質（POPs）については、過去に農

薬として使用されたものなどが農地に残留し、農作物から検出される場合がある（キュウリからのディ

ルドリン、カボチャからのヘプタクロル類の検出等）。また、農薬は、農業の生産性の向上に役立って

いるが、周辺環境への拡散により環境に影響を及ぼすことも心配されている。このため、本課題では、

農業環境中の残留性有機汚染物質（POPs）や農薬のリスク評価手法及びリスク管理技術の開発のため

の研究を実施している。 

 

［主な成果］ 

①有機化学物質のリスク低減技術の開発 

 ディルドリン残留ほ場で 8 科 18 作物を栽培し、各作物の可食部および株元土壌を分析したところ、

可食部への移行率（可食部中濃度／土壌中濃度）はウリ科作物が高く、ウリ科以外ではダイコン、ニン

ジン、バレイショが高い傾向にあった。また、可食部への移行率を残留基準値で除した基準値超過指標

値を算出したところ、ダイコンやバレイショは残留基準値が低いため、基準値超過指標値はカボチャや

ズッキーニと同様に高い値となった。以上から、ディルドリン残留ほ場におけるキュウリの代替作物と

しては、他のウリ科作物、および残留基準値の低い根菜類（ダイコン）やイモ類（バレイショ）は避け

るほうが適切であることが示された。 
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土壌タイプの異なるヘプタクロル類残留 8 ほ場（火山放出物未熟土・灰色低地土・黒ボク土）で栽培

した 3 品種のカボチャを対象に、栽培前土壌の 50％メタノール・水抽出法の有用性を検証したところ、

収穫カボチャ果実中のヘプタクロル類濃度との間で良好な相関関係が認められた。この土壌抽出法は、

平成 21 年度にキュウリ－ディルドリンにおいても妥当性が確認されており、現在問題となっているウ

リ科野菜の POPs については、栽培前に行える汚染度予測技術としての有用性が実証された。 

 

②有機化学物質のリスク評価手法の開発 

水田で使用する農薬について、その物理化学性、環境条件、流域特性などの情報を用いて、河川水中

の農薬濃度を精度良く予測し、地図上に濃度分布を表示することができるシミュレーションモデル（GIS 

結合型 PADDY-Large モデル）を開発した。このモデルでは、どの地域でどの時期に河川水中の農薬濃

度がどの程度で推移するのかを可視的に評価することができる。また、農薬の施用量や施用方法を変化

させたシナリオでの評価を、流域での農薬使用の管理方法の検討に活用することも可能である。 
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基準値超過指標値が大きい作物ほ

ど基準値超過の危険性が高いこと

を示しています。根菜類やイモ類は

汚染土壌と直接接しており、それら

が付着した状態で作物残留を調べ

ることがあるので、特に残留基準値

が低い作物は、代替作物としては不

適です。 

ディルドリン汚染地では、ウリ科作物、根菜類、イモ類の栽培を避けるのが適切 
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大気中の POPs 様物質（24 物質）について、日本、中国、韓国、台湾の 106 地点でパッシブサンプ

ラーによる大気の捕集・分析を行ったところ、大気中エンドスルファン類について、大陸から、九州西

部・南西諸島域への移流・拡散の影響が示唆された。 

 

イ 重金属汚染リスク評価手法及び汚染土壌修復技術の開発 

［研究の背景］ 

 カドミウムは自然界に存在する重金属であり、我が国においても、鉱山や精錬所から排出されたもの

が土壌に蓄積し、農作物に移行する場合がある。近年、CODEX 委員会で米、野菜等のカドミウム国際

基準値が合意され、これを受けて我が国の食品中の規格基準値の改訂が進められた。ヒ素についても規

格基準値の検討が行われており、国内外において安全性に対する意識・関心は高まっている。このため、

本課題では、カドミウム、ヒ素など重金属による農作物の汚染リスクの評価手法の開発とリスク低減技

術の開発のための研究を実施している。 

霞ヶ浦

筑波山

流域面積：33,506 ha

水田面積： 9,504 ha

小流域界

水田

桜川・支川

桜川・本川

試料採取地点

0

1

2

3

4/27 5/11 5/25 6/8 6/22 7/6

河
川
水
中
濃
度
　

(μ
g

/L
) 計算値

実測値

2008年

水田で使用する農薬の河川における濃度変化を予測し 

地図上に表示するシミュレーションモデルの開発 

 

GIS 解析による桜川の流域特性（左上）と GIS 結合型 PADDY-Large モデルによる除草剤メフェナセットの河

川水中での濃度変化（左下）および濃度分布（右） 

桜川流域の約3割は水田で占められています。桜川中流域での除草剤メフェナセットの実測濃度と比べると、

開発したモデルは河川水中の濃度変化を良く再現していました。モデルによる計算結果を地図上に表示する

ことにより、河川流域における河川水中の濃度分布が容易にわかります。 
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［主な成果］ 

① リスク低減技術の開発 

（普及に移しうる成果：塩化鉄によるカドミウム汚染水田の実用的土壌洗浄技術） 

汚染水田に塩化鉄を溶かした用水を入れて土壌と混合し、カドミウムを溶出させて排水することによ

り、土壌のカドミウム濃度を 60～80％、生産される玄米のカドミウム濃度を 70～90％低減する実規模

のオンサイト土壌洗浄技術（化学洗浄法）を確立した。本技術においては、洗浄処理後に土壌 pH を矯

正し、ミネラル補給して水稲を栽培すると、玄米収量はほとんど減少せず、食味や栄養分も大きく変化

しない。また、農業排水路に放流する排水中の塩素イオン等の溶存成分は藻類、ミジンコ、魚類などを

用いた影響評価で生態系に悪影響を及ぼさないことを示した。標準的な工費は 10 アールあたり約 300

万円と客土（300～600 万円程度）と同等以下の水準であり、平成 21 年度の普及に移しうる成果である

ファイトレメディエーションと比較して、高濃度の汚染地域を短期間で浄化したい場合等に適する技術

として活用が期待される。なお、本技術は 2010 農林水産研究 10 大トピックスに選定されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

塩化鉄によるカドミウム汚染水田の実用的土壌洗浄技術 

 開発した水田土壌の化学洗浄法のフロー図 

 ①水田を畦板で囲み塩化鉄溶液と用水を入れる。②攪拌の深さを一定に保ちながら代掻き。水深は 40ｃｍ以上

とし、高い除去効率を確保。③排水中カドミウムを、現場に設置した処理装置で回収。④水田に用水のみを入れ

て代掻きと排水を２－３回繰り返し、残ったカドミウムと塩素を除去する。 

 

圃場A 圃場B 圃場C

 生産される米のカドミウム濃度は洗浄しない場合に比べ 70-90％低下する。また、洗浄処理後に水稲を栽培しても、

収穫量はほとんど減少しない。 

 

 玄米カドミウム（Cd）濃度の低減効果 玄米収量の変化 

攪拌混合（Cdの抽出） 排水処理 
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平成 23 年 2 月末日から、食品衛生法に基づくコメのカドミウム基準値が、現行の 1.0mg/kg 未満から

0.4mg/kg 以下となることを踏まえ、これまでに本研究所が開発したカドミウム汚染土壌の浄化技術、

土壌中カドミウムの吸収、移行抑制技術をとりまとめ「農作物中のカドミウム低減対策技術集」として

作成・公表した。本資料は、農作物のカドミウム汚染リスク低減対策の関係者の施策立案・実施に資す

ることが期待される。 

 

② カドミウム、ヒ素の吸収機構の解明及びリスク評価手法の開発 

ナス果実のカドミウム濃度を低下させる台木種であるスズメナスビは、根から地上部へのカドミウム 

の移行量が少ないことを平成 21 年度に明らかにしていたが、シンクロトロン放射光源マイクロビーム

蛍光 X 線分析法を使って、この台木種の根の内皮近傍でカドミウムが高蓄積していることを可視化す

ることに成功した。これは、スズメノナスビを台木として用いるナスカドミウム低減技術（平成 19 年

度普及に移しうる成果）の作用機構の解明を進める上で重要な知見である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

土壌や作物中の有機ヒ素の動態解明に関して、土壌に添加されたジフェニルアルシン酸（DPAA）は、

微生物の働きによってメチル化や脱フェニルにより形態変化し、イネはこれらのヒ素化合物を吸収する

が、玄米へ移行するのは DPAA とメチルフェニルアルシン酸の 2 種類のみであることを明らかにした。

この成果は、茨城県旧神栖町の DPAA 関連有機ヒ素化合物による汚染問題の解決に寄与するとともに、

農業環境中のこれら有害化学物質のリスク評価に貢献することが期待される。 

 

 

 

 

 

スズメノナスビの根によるカドミウム吸収抑制を可視化 

図 千両二号とスズメノナスビの根におけるカドミウムの分布 

千両二号ではカドミウムが中心柱、導管まで到達しています。一方スズメノナスビでは導管まで到達できずに

行き場を失ったカドミウムが、内皮近傍に蓄積しています。 

千両二号 スズメノナスビ 

Fe Fe 

高濃度度 

低濃度 
  100m 
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自己評価 

大課題 A1 

(中課題 A11) 

評価ランク コメント  

A 

有機化学物質のリスク評価及びリスク低減技術の開発につい

ては、順調に進捗した。ディルドリン汚染地におけるキュウリの

代替作物として避けるべき作物を示し、栽培前土壌での汚染度予

測の適用範囲を拡大するなど、これまでの成果とあわせて、問題

となっているウリ科野菜のPOPs汚染リスク対策の体系的な技術

を開発したことは評価できる。また、リスク評価技術として、河

川水中農薬濃度予測モデルの開発等を行い、パッシブサンプラー

による測定により大陸から九州南部・南西諸島域へのエンドスル

ファン類の移流・拡散の影響を示唆したことも評価できる。 

重金属汚染リスクの評価手法及びリスク低減技術の開発につ

いては、順調に進捗した。塩化鉄によるカドミウム汚染水田の実

用的土壌洗浄技術は、2010 農林水産研究 10 大トピックスに選定

され、現地実証も行われている。比較的高濃度の汚染水田を短期

間で浄化する技術として期待される。食品衛生法に基づくコメの

カドミウム基準値改定を踏まえ、これまでに開発した技術をとり

まとめ「農作物中のカドミウム低減対策技術集」を作成・公表し

たことも評価できる。 

 

前年度の独法評価

委員会評価 

大課題 A1 

(中課題 A11) 

評価ランク コメント  

Ａ 

有機化学物質のリスク評価及びリスク低減技術の開発につい

ては、計画を上回るレベルで研究が進捗している。特に、重金属

汚染リスクの評価手法及び対策技術の開発については、カドミウ

ム汚染土壌のファイトレメディエーション技術を品種選択から

収穫物の処理法まで体系化し、客土等に比べ安価で広範囲に適用

できる技術としてとりまとめたことは、高く評価できる。ファイ

トレメディエーションは世界各国で様々な手法が研究されてい

るが、本技術は全国規模での現地実証に移行するなど、その中で

最も実用化に近い技術として、農林水産研究 10 大トピックスに

も選定されている。今後は、国の行うカドミウム汚染対策におい

て、これらの成果が活用されることが期待される。作物のカドミ

ウム吸収機構の解明及びカドミウムとの関連を踏まえたヒ素の

リスク研究も進捗している。ディルドリン分解菌、微粉末活性炭

タブレットなど応用が期待される成果とともに、農薬の水生生物

に対する新たなリスク評価手法を確立するなどレギュラトリー

サイエンスに貢献する成果も得られている。 
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２）農業生態系における外来生物及び遺伝子組換え生物のリスク管理技術の開発 

中期目標 

外来生物（侵入・導入生物）及び遺伝子組換え生物等の逸出や、生態系影響に対する懸

念が高まっている中、生物による生態系のかく乱リスクの評価とその広域拡散を防止する技

術の開発が課題となっている。 

このため、外来生物・遺伝子組換え生物の生態リスク評価手法及び生態リスク管理技術

の開発を行う。 

特に、新しく開発される遺伝子組換え生物による周辺の動植物への影響評価手法の開発

や、定量 PCR 法等による高精度・迅速な検出技術の開発について着実に実施する。 

 

中期計画 

（１）外来生物及び遺伝子組換え生物の生態系影響評価とリスク管理技術の開発 

外来生物（侵入・導入生物）による農業生態系のかく乱と被害を防止するため、外来生

物の生育・繁殖特性、他感作用等を明らかにするとともに、外来生物による被害の実態把

握並びにその定着・拡散及び被害予測を行う。また、外来生物の原産地域の特定及び侵入

確率の推定を行う。さらに、外来天敵昆虫等の外来生物の近縁在来種に及ぼす影響を競争・

交雑性等の面から解析し、外来生物が農業生態系に及ぼすリスクを評価するとともに、種

同定が困難な外来生物を分子マーカー等により早期検出・監視するための技術を開発する。

遺伝子組換え生物が生態系に与える影響を適正に評価するため、DNA マーカー等により遺

伝子組換えダイズとツルマメ等、遺伝子組換え作物と近縁種との交雑を検出する技術を開

発し、交雑による生態系影響を解明する。また、遺伝子組換え作物と非組換え作物との共

存に向けて、交雑率予測モデルや隔離距離の確保等の耕種法による交雑抑制技術を開発す

る。 

 

大課題実績（中課題実績） 

（１）外来生物及び遺伝子組換え生物の生態系影響評価とリスク管理技術の開発(A21) 

ア 外来生物の生態系影響評価とリスク管理技術の開発 

［研究の背景］ 

 海外との貿易や交流の拡大により外来生物の侵入が急増しており、外来生物の蔓延が、

生態系をかく乱し、農林水産業に悪影響を及ぼすことが懸念されている。平成 16 年に特定

外来生物被害防止法が制定され、外来生物対策が進められているが、対策を効果的に推進

するための科学的知見が求められている。そのため、本課題では、我が国の農業生態系に

影響を与える可能性のある外来生物の特性や定着実態の把握、リスク評価法の開発等を実

施している。 
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［主な成果］ 

①外来植物の特性解明と被害予測 

特定外来生物ナガエツルノゲイトウについて、千葉県印旛沼周辺の水田を対象とした３

年間にわたる現地調査結果から、水田域で、前年分布範囲や用水路網の影響を受けながら

分布拡散していること、田面よりも畦畔で生育量が多いことを明らかにした。この結果は、

本種が用水路等を通じて拡散することや、隣接する水田から畦畔を越えて広がっているこ

とを示唆するものであり、本種が各地の河川や湖沼で広がりつつあるなか、今後、農業水

路や水田に侵入、蔓延して農業生産や周囲の生態系に影響を及ぼすことを未然に防止する

ための重要な知見となる。 

 

■主要成果「特定外来生物ナガエツルノゲイトウ・・・」の図１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

輸入穀物に含まれている雑草の調査の結果、西オーストラリア産の輸入小麦に除草剤抵

抗性の雑草（ボウムギ）種子が混入している事を初めて確認した。今回抵抗性が確認され

た除草剤は我が国では使用されていないか使用頻度が低いものであり、ボウムギが難防除

雑草化する可能性は低いと考えられた。しかし、本成果は、我が国が様々な国から輸入し

ている大量の穀物に除草剤抵抗性雑草種子が混入している可能性を示唆するものとして重

要な知見である。 

 

②外来生物のリスク管理技術 

セイタカアワダチソウが優占する耕作放棄地において、アルミニウム資材などを投入す

ることによって土壌を酸性化・貧栄養化させ、セイタカアワダチソウを長期的に減衰させ、

チガヤなど在来植物が優占する草地に誘導する技術を開発した。 

 

調査範囲外

ランク０：分布しない

ランク１：１～数個体

ランク２：点在

ランク３：塊状に散在

ランク４：全面に分布

ランク５：全面に一様に分布

未調査（転作田、放棄田等）

凡例

2008年 2009年 2010年

調査範囲外

ランク０：分布しない

ランク１：１～数個体

ランク２：点在

ランク３：塊状に散在

ランク４：全面に分布

ランク５：全面に一様に分布

未調査（転作田、放棄田等）

凡例

調査範囲外

ランク０：分布しない

ランク１：１～数個体

ランク２：点在

ランク３：塊状に散在

ランク４：全面に分布

ランク５：全面に一様に分布

未調査（転作田、放棄田等）

凡例

2008年 2009年 2010年

師戸川流域におけるナガエツルノゲイトウ分布域の拡大（2008～2010 年） 

年々分布を拡大していますが、地域差が有ります。谷津田の奥にも分布します。 

特定外来生物ナガエツルノゲイトウは水田に侵入し拡散する 
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イ 遺伝子組換え生物の生態影響評価とリスク管理技術の開発 

［研究の背景］ 

 遺伝子組換え生物の使用に関しては、「遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物多

様性の確保に関する法律（カルタヘナ法）」）や関連する指針等により、生物多様性への影

響を防止することとされている。また、世界的に遺伝子組換え作物が栽培されている面積

は年々増加しており、現在のところ遺伝子組換え作物の商業栽培が行われていない我が国

においても、商業栽培に向けた科学的知見の集積が求められている。このため、本課題で

は、遺伝子組換え作物が生物多様性に及ぼす影響に関する研究、遺伝子組換え作物を栽培

する農家と非組換え作物を栽培する農家との共存のためのルール作りに必要な研究を実施

している。 

［主な成果］ 

①生物多様性影響評価研究（野生化、交雑性研究） 

遺伝子組換えセイヨウナタネの生物多様性影響評価に資する情報を得るため、ナタネ陸

揚げ港である茨城県鹿島港におけるナタネの分布と個体群の動態を調査すると共に、ほ場

での他草種との競合実験を行った。その結果、セイヨウナタネが周辺群落に侵入し、拡散

する傾向は観察されず、中央分離帯で突発的に個体数が増加することはあるが、群落の繁

茂が進むとナタネ個体数は少なくなった。この傾向は、圃場での競合実験に基づき作成さ

れた一般化線形混合モデルによる結果と同様であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

道路沿いのセイヨウナタネは草刈りなどの攪乱が多い環境に生育しやすい 
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中央分離帯におけるナタネ個体数の変動 
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②共存研究（交雑抑制研究） 

ダイズは自殖性の作物であり、わずかに生じる他植も虫媒によるものと考えられている

が、風媒の可能性も否定できないことから、圃場においてダイズ花粉の空中飛散量を調査

した。その結果、野外ほ場での花粉の空中飛散量はきわめて少なく、風洞施設での調査に

おいてもその飛散距離は、花粉のサイズから予測した飛散距離よりも短く、ダイズ花粉は

飛散しにくいことが明らかとなった。本成果は、遺伝子組換えダイズ栽培時の非組換えダ

イズとの交雑防止手段の開発に寄与するものである。 

花粉放出率の日変動および開花期間中の花粉の寿命を考慮して、風媒作物の花粉の拡散

による交雑率分布を推定するための 3 次元数値モデルを開発した。このモデルを利用する

ことにより、ほ場条件での交雑分布率の数値シミュレーションが可能となった。トウモロ

コシ試験区について行ったシミュレーションの結果は、花粉親からの距離に伴う交雑率の

低下や、防風施設による交雑抑制効果をおおむね再現し有効性を確認できた。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

防風ネット・防風植生による交雑抑制効果を評価する数値モデル 

防風ネットによるトウモ

ロコシ交雑抑制効果のシ

ミュレーション。 

 

網目が1mmの防風ネットを

利用すると、交雑率は防風

ネットのない場合に比べ

て 18-40%減少し、2mmと

4mm の防風ネットを利用す

る場合に比べても 14-25%

減少することがわかりま

した。 
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自己評価 

大課題 A2 

(中課題 A21) 

評価ランク コメント  

Ａ 

外来植物の生態系影響評価に関する研究については、

順調に進捗した。特定外来生物ナガエツルノゲイトウの

定着・拡散状況の解明、輸入穀物に除草剤抵抗性雑草種

子が混入している可能性を示唆する成果、セイタカアワ

ダチソウが優占する耕作放棄地を在来植物が優占する草

地に誘導する技術等は、いずれも、外来生物による環境

影響を防止する上で重要な知見として評価できる。 

遺伝子組換え生物の生態系影響に関する研究について

は、順調に進捗した。セイヨウナタネの動態に関する成

果、ダイズ花粉の風による飛散量調査、防風ネットによ

る交雑抑制効果に関する成果等が得られた。これらは、

遺伝子組換え農家と非組換え作物を栽培する農家との共

存のルールづくり等のための重要な知見として評価でき

る。 

 

前年度の独法評

価委員会評価 

大課題 A2 

(中課題 A21) 

評価ランク コメント  

Ａ 

外来植物の生態系影響評価に関する研究については、

順調に進捗している。幾つかの外来植物のリスクを明ら

かにし、侵略的外来昆虫の防除法、外来天敵昆虫チュウ

ゴクオナガコバチの生態影響評価についても進展があっ

た。今後は、こうした多様な外来生物と在来生物の相互

関係についての成果を総括し、外来生物による農業生態

系のかく乱と被害の防止にむけ、外来生物に対するリス

ク管理の全体像を示すことを期待する。 

遺伝子組換え生物の生態系影響に関する研究について

は、モデルを用いた遺伝子組換え作物の生物多様性への

影響の解析方法、防風植生やネットを用いた交雑率低減

の研究で進展が見られたが、国際的に栽培、流通する GM

作物が増えていることも踏まえ、さらに研究の精度を高

めつつ、科学的知見の集積と研究成果の行政や民間企業

への提供に取り組むことを期待する。 
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Ｂ 自然循環機能の発揮に向けた農業生態系の構造・機能の解明と管理技術の開発 

中期目標 

この研究領域においては、農業生態系の構造と機能の解明及び農林水産業の変化による

農業生態系の変動メカニズムの解明を推進する。これらの基礎的研究により、農業・農村

が有する自然循環機能の高度な発揮や持続的な農業生産に向けた技術開発を加速するとと

もに、世界の食料問題及び環境問題の解決に貢献する。研究の推進に際しては、林業及び

水産業分野との連携並びに環境科学・生態学分野との連携に留意する。 

 

１）農業生態系の構造・機能の解明と評価 

中期目標 

農業生態系の適正な管理及び生態系機能を活用した持続的生産技術の確立を図るために

は、農業生態系を構成する生物・非生物資源の組成と時間的・空間的分布等の生態系の構

造並びに生物種間の相互関係、生物種と非生物資源との相互関係及び物質の移動等の生態

系の機能に関する知見の蓄積が不可欠であり、生物の生態的地位、種間関係の解明や生物

多様性の客観的評価手法の確立が課題となっている。 

このため、農業生態系における生物種の構成と動態及び機能を明らかにすることにより、

農業生態系の構造の解明を行う。 

 

中期計画 

（１）農業生態系を構成する生物群集の動態と生物多様性の解明 

農業が育む生物相とその多様性を保全するため、農地とその周辺域に生息する植物、鳥

類、昆虫類、線虫類、微生物等の動態を調査し、農地における耕起や化学資材の使用及び

転作・休耕、周辺植生やため池の管理方法の変化並びに水田とその周辺域の景観構造の変

動がそれらの種構成や多様性に及ぼす影響を解明する。また、得られた成果から、土地利

用等の農業活動の変化に伴う指標昆虫等の生物個体群の動態予測モデルを構築することに

より、個体群の安定化要因を解明する。 

（２）農業生態系機能の発現に関与する情報化学物質の解明 

農業生態系機能の維持・向上に資するため、バラ科植物等が産生する生理活性物質、ノ

メイガ類等昆虫の増殖に関わる情報化学物質等の生物間の相互作用に関与している物質

や、Burkholderia 属等の細菌グループにおける難分解性芳香族塩素化合物等の分解遺伝子

の発現を制御している物質等を明らかにし、その機能を解明する。 

 

大課題実績（中課題実績） 

（１）農業生態系を構成する生物群集の動態と生物多様性の解明 (B11) 

［研究の背景］ 

人の管理が入った二次的自然である農村地域の自然が「豊かな生き物を育む場」として
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認識され、その保全が社会的な関心事となりつつあるが、一方で、農地や水利施設の改廃、

化学資材の使用、耕作放棄の増加等により、農村地域の生物多様性は減少してきたと考え

られる。そのため、本課題では、農村環境の中核をなす水田及びその周辺域を対象に、生

物多様性を解明するとともに、生態系の保全と調和した農業活動方策を提示するための研

究を実施している。具体的には、全国的な農業生態系の動態や農業が生物多様性に及ぼし

ている影響の把握及び予測を行うことができる調査情報システム RuLIS（Rural 

Landscape Information System）の開発、農業活動の変化が指標昆虫や水生植物の種構成

や多様性に及ぼす影響の研究を実施している。 

 

［主な成果］ 

①調査・情報システムの開発と景観構造と生物多様性の関係解明（普及に移しうる成果：

生物多様性に関する情報を収集、蓄積、提供するための WEB 版農業景観調査情報システム

（RuLIS WEB）） 

全国の農業生態系区分（60 クラスに分類）と地点ごとの生物多様性観測情報を Web-GIS

（地理情報システム）上で表示、提供（ダウンロード）できるシステム（WEB 版農業景観

調査情報システム（RuLIS WEB））を開発し公開した。本システムには、現在、RuLIS モ

ニタリング地区の植生や鳥類分布データ、全国を対象とした植物分布や小動物の分布デー

タが蓄積されており、誰でも情報の取得とデータ入力が可能である。本システムに観測情

報を蓄積することにより、環境保全型農業の導入効果の評価や人間活動の変化が生物多様

性へ及ぼす影響を国土全体で総合的に評価することが可能である。 
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生物多様性に関する情報を収集、蓄積、提供するための 

WEB 版農業景観調査情報システム（RuLIS WEB） 

 

 

拡大

縮小

RuLIS-WEBトップページ 農業生態系区分

データ入力

地点データ表示

利用者登録利用者登録

色分けは生態系区分のレ
ベル３表示（８区分）です。

データの入力データの入力

データの地図データの地図
表示表示

検索とダウンロード

登録した利用者は生物観測情
報を入力、出力できます。

色分けは生態系区
分レベル６表示（全
国60区分）、格子
は３次メッシュです。

ズームイン、ズーム
アウトが可能です。

生物観
測地点

生物観測地点情報（緯
度経度）は地図画面で
の取得も可能です

全国表示

拡大

縮小

RuLIS-WEBトップページ 農業生態系区分

データ入力

地点データ表示

利用者登録利用者登録

色分けは生態系区分のレ
ベル３表示（８区分）です。

データの入力データの入力

データの地図データの地図
表示表示

検索とダウンロード

登録した利用者は生物観測情
報を入力、出力できます。

色分けは生態系区
分レベル６表示（全
国60区分）、格子
は３次メッシュです。

ズームイン、ズーム
アウトが可能です。

生物観
測地点

生物観測地点情報（緯
度経度）は地図画面で
の取得も可能です

全国表示

RuLIS WEB における農業生態系区分及び生物観測情報の地図表示 
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②農法及び農地周辺の管理が植物群落に及ぼす影響 

栃木県４地域、福島県２地域の栽培管理の異なる水田において、水生昆虫等の種類・個体数を

調査し、水生昆虫（甲虫目、カメムシ目、トンボ目）等の種数が、有機・減農薬栽培水田では慣行栽

培水田に比べて有意に多いこと、周辺のため池数が多いほど水生昆虫の種数が多く、農法間での

種数の違いも大きいことを明らかにした。この成果は、有機・減農薬栽培など環境保全型農業が水

生昆虫類等の多様性を増進させる効果を持ち、その効果は、周辺に生息場所が多く、種が豊富な

地域において高いことを示している。 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

水田地帯を主な生息域とする準絶滅危惧植物であるタコノアシを対象として、主要な水

稲用除草剤（ベンスルフロンメチル）の影響を組み込んだ個体群動態モデルを作成し、水

田、休耕田、河川における存続可能性を評価した。その結果、水田では耕起と除草剤の影

響により、休耕田では自然遷移の影響により、いずれも個体群が消失するが、耕作と休耕

を適度な間隔で転換すると個体群が存続することが明らかになった。また、河川中のベン

スルフロンメチルの濃度は同種の絶滅リスクを試算した濃度よりも低いため、河川におけ

る除草剤の影響は無視できるレベルであることが示された。この成果は、水田地帯の湿性

植物の保全には耕作や除草剤の影響に配慮した管理が有効であることを示すものである。 

有機・減農薬栽培は水田の水生昆虫にプラスの効果があり、 

その効果は周辺の環境によって違う 

  

種

数
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有機・減農薬栽培
慣行栽培

A       B       C       D       E       F

農法が異なる水田における水生昆虫の種数 

有機・減農薬栽培水田では慣行栽培水田より種

数が多く、この違いが大きい地域と小さい地域

がありました。コシマゲンゴロウ（コウチュウ

類）やタイコウチ（カメムシ類）は有機・減農

薬栽培水田でよくみられました。 

水田周辺のため池の数と水生昆虫の

種数の関係 

水田にいる水生昆虫の種数は、周辺

にため池が多い地域ほど多いことが

わかります。この傾向は、有機・減

農薬栽培水田の方が顕著です。 
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コシマゲンゴロウ  タイコウチ 
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（２）農業生態系機能の発現に関与する情報化学物質の解明（B12） 

［研究の背景］ 

農業生態系では、多様な生物が、様々な生理活性物質を介して、互いに影響を及ぼした

り、環境中に存在する化学物質を分解したりしている。それらの物質を明らかにし、その

機能を解明することは、農業生態系の適切な管理及び生態系の機能を活用した持続的生産

技術を確立する上で重要である。そのため、本課題では、バラ科植物が産生する生理活性

物質（アレロパシー物質）、ノメイガ類など昆虫のフェロモン、生分解性プラスチック分解

微生物など農業環境中に生息する様々な微生物とそれらが産生する物質の機能解明を進め、

技術開発につなげている。 

 

［主な成果］ 

①バラ科植物等が産生する生理活性物質の機能解明 

多数のバラ科植物から選抜を行い、除草剤の前駆体として誘導体合成等の研究を進めて

いるシス桂皮酸について、植物に対する作用機構を遺伝学的に解析し、リンの吸収に関与

する遺伝子群等が影響を受けることを推定した。また、サフランから強い発芽抑制作用を

持つ揮発性アレロケミカルとしてイソフォロン等を分離・精製・同定するとともにポット

試験で除草効果を確認した。これらは、植物由来の除草剤のリード化合物の候補となるも

のである。 
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②ノメイガ類等昆虫の増殖に関わる情報化学物質の機能解明 

重要害虫コナガの幼虫による食害を受けている最中にだけ植物（コマツナ）から多く放

出される揮発性成分を同定し、コナガの天敵であるコナガサムライコマユバチの雌が、そ

の成分を手がかりとして寄主の存在している植物を発見することを明らかにした。これは、

天敵を活用した害虫管理技術に資する重要な知見である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③生分解性プラスチック分解微生物の機能解明 

本研究所が発見した高い生分解性プラスチック分解活性を持つ微生物の分解誘導に関係

する環境因子の解析を進め、湿度と温度が重要であることを明らかにした。また、本研究

所施設ほ場内で生分解性プラスチックマルチフィルムを設置し、分解酵素を散布した結果、

いずれのフィルムにおいても酵素処理により無処理区に比べて有意に長い亀裂が生じ、実

規模での酵素の効果が示された。 

 

 

 

 

揮発性成分の放出パターン 

ベンジルシアニドおよびジメチルトリス

ルフィドの放出量は食害に伴って増加し、

コナガ除去後に減少しました。 

 

各成分に対する寄生蜂の好み 

合成品を用いた選択実験により、寄生蜂

は食害中にだけ多く放出される２成分を

最もよく好むことが示されました。 

 

（注：左図は、合成品を処理した株と無処理の株を

入れたゲージに60個体を訪虫し、それぞれの株を

選択した個体数を左右で示したもの。） 

コナガの天敵である寄生蜂コナガサムライコマユバチが 

寄主探索で利用する植物揮発性成分 

 

ジメチルトリスルフィド 
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自己評価 

 

大課題 B1 

(中課題 B11) 

(中課題 B12) 

評価ランク コメント  

A 

(B11：A) 

(B12：A) 

農業生態系を構成する生物群集の動態と生物多様性の解

明については、順調に進捗した。開発・公開された Web 版

農業景観調査情報システムは広範囲のデータの蓄積による

生物多様性のより総合的な評価研究に貢献するものとして

期待される。環境保全型農業が水生昆虫類の多様性に及ぼ

す影響の解明に関する成果は環境保全型農業の効果的な推

進等の行政施策への貢献が期待される。また、これらは、

生物多様性条約 COP10 関連の国際会議などで発表され、高

く評価された。 

農業生態機能の発現に関与する情報化学物質の解明につ

いては順調に進捗した。バラ科等の植物から選抜された農

薬のリード化合物として有望な物質に関する研究、環境負

荷低減型の害虫防除資材であるフェロモン剤に関する研

究、生分解性プラスチック分解に関する研究でそれぞれ進

展がみられ評価できる。 

 

前年度の独法

評価委員会評

価 

大課題 B1 

評価ランク コメント  

A 

農業生態系を構成する生物群集の動態と生物多様性の解

明については、茶生産と茶草場が生物多様性維持に果たし

ている役割の解明などの成果が得られており、順調に進捗

している。国際的に評価の高い雑誌にも多くの論文が掲載

されており、10 月に名古屋で開催される COP10 に向けた

アピールが期待される。20 年度の評価指摘事項である耕作

放棄地等の増加による生物多様性への影響予測、一般化線

形モデルを基本にしたモデル選択についても対処されてい

る。 

農業生態機能の発現に関与する情報化学物質の解明につ

いても、高いアレロパシー活性を有するシス－ケイ皮酸の

類縁化合物が発見され、実用化に向けた研究が開始される

など、着実に業績が上がっている。生分解性プラスチック

分解微生物の実用化に向けた研究も特許出願につながるな

ど順調に進展している。また、この課題からは、バイオエ

タノールを生産する固体発酵法が、スピンオフ成果として

得られており、新たな技術シーズとして期待される。 
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２）農業生態系の変動メカニズムの解明と対策技術の開発 

中期目標 

安全な国土と水資源の確保に対する期待が高まる中、国内農業の活力の低下等に伴い農地等の維持管

理が困難となり、水循環や物質循環の健全性等への危惧が拡大しつつある。国際的には、世界規模の食

料不足や環境問題の解決が求められる中、地球温暖化の進行による気象災害の拡大と農業生産の不安定

化に対する懸念が高まっており、農業活動と農業生態系や地球環境変動との相互作用等に関する知見の

蓄積が課題となっている。 

このため、気候変動等の地球環境変動と農業生態系との間の相互作用の解明及び農業活動の変化が自

然循環機能に及ぼす影響を解明するとともに、その管理技術を開発する。 

中期計画 

（１）地球環境変動が農業生態系に及ぼす影響予測と生産に対するリスク評価 

温暖化や異常気象に対する稲収量の変動をほ場スケールで評価するため、水、土壌、稲品種及び栽培

管理条件を含む包括的な水田生態系応答モデルを開発する。また、地域スケールの簡易収量モデルを開

発して、収量と水資源からみた今世紀半ば頃の日本及びアジアを中心とした稲収量の変動を予測し、稲

収量の低下のリスクを地域スケールで広域に評価する手法を開発する。さらに、それら結果を基に気候

変動が食料生産に及ぼす影響予測シナリオを構築する。 

（２）農業活動等が物質循環に及ぼす影響の解明 

農業活動由来の温室効果ガス、窒素等に関する地域・地球規模での環境問題の解決に貢献するため、

農業活動が物質循環に及ぼす影響を解明し、負荷軽減策を確立する。温室効果ガスについては、栽培・

土壌管理技術による温室効果ガス発生抑制効果を定量的に評価することによって、効率的な負荷軽減技

術体系を提示する。同時に、土壌関連データベースを活用し、土壌炭素の動態を記述するモデルを検証・

改良して、日本の農耕地土壌における気候変化、人為的管理変化に伴う土壌炭素蓄積量の変化を予測す

る。また、食料生産・輸出入等に伴う窒素のフロー・ストックを、酸性化物質動態モデルや統計データ

等に基づいて推定し、東アジアの流域又は国のスケールで窒素の広域循環及び環境への負荷を解明し、

将来予測を行う。流域レベルでは、浅層地下水を含む土壌圏における硝酸性窒素・リン等の栄養塩類の

流出動態を解明し、水質汚染に対する脆弱性を評価するための手法を開発する。 

 

大課題実績 

（１）地球環境変動が農業生態系に及ぼす影響予測と生産に対するリスク評価 (B21) 

［研究の背景］ 

 温暖化などの気候変動は、我が国とアジア地域の主要作物であるコメの生産に甚大な影響を及ぼすこ

とが懸念されている。そのため、本課題では、気候変動に対するイネの生育・収量の変動をほ場実験等

に基づき精緻に捉え、水田生態系応答モデルを開発している（ほ場スケールでの影響評価）。また、全

国及び東・東南アジア地域など広域を対象として、簡易収量モデルを開発し影響評価を行っている（地

域スケールの影響評価）。 

 

［主な成果］ 

①ほ場スケールでの影響評価（水田生態系応答モデルの開発） 
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 （普及に移しうる成果：イネ群落内の微気象を捉える自立型気象観測パッケージ「MINCER」 

これまでの、チャンバー、FACE 実験施設等でのイネの環境応答の実験的解明を踏まえ、土壌の炭素・

窒素動態、イネの成長、群落水熱収支の 3 サブモデルから構成する水田生態系モデルを構築した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

つくばみらい市の開放系大気 CO2 増加（FACE） 実験施設での研究が開始され、初年目の実験から

次の結果が得られた。高 CO2処理はイネ収量を増加させたが、増収率は品種によって 3～36％の幅が認

められた。高 CO2 処理は、夏季の異常高温による不稔率を平均では減少させたが、品種によっては増

加させた。高温不稔に関して、高 CO2 処理に対する応答が品種により異なることは重要な知見である。

高 CO2 処理は、過去の報告と同様に、玄米のタンパク含有率を減少させ、その結果食味値を増加させ

たが、外観品質についてはいずれの品種も著しく低下させた。 

つくばみらいと雫石での FACE 実験における各品種の収量の高 CO2応答を解析したところ、あきた

こまちやコシヒカリの増収率は試験地や年次で異なり、温度依存度が強いと考えられたのに対して、秋

田 63 号、タカナリは試験地や年次にかかわらず高い増収率を示し、広範な環境条件で高い CO2 施肥

効果を発揮するための重要な形質を持つと推察された。 

 

 

 

 

収量・品質の将来予測と適応技術の有効性評価のためのモデルを開発 

土壌や施肥管理、品種特性などを考慮した包括的な農耕地作物生産の気候変動応答モデ

ルを構築し、複数の気候シナリオに基づく収量、品質予測を行う。適応のための品種特

性や栽培技術の有効性を定量的に評価します。 

 

光合成

窒素吸収

乾物生産
ＬＡＩ葉身窒素量

窒素要求

呼吸

稔実

登熟

（イネ成長・収量モデル）
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品質

窒素供給

土壌モデル（DNDC）

水温

（群落微気象モデル）
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イネの高温生育障害と関連の深い群落内の気温と湿度の観測を簡単に行える気象観測装置（MINCER）

を開発した。また、MINCER を用いて水田微気象や高温障害の実態を把握する国際観測ネットワーク

（MINCERnet）を構築した。MINCERnet 参加国は、世界有数のコメ生産国であるインド、スリラン

カ、ミャンマー、中国、フィリピン、台湾、アメリカおよび日本の８カ国である。これにより、多国間

の連携の下、イネの高温生育障害の詳細な解析や原因究明が進展することが期待される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②地域スケールでの影響評価 

地域スケールでは、簡易な収量モデルと水分条件、塩分条件などから作付面積の変動を推定するモデ

ルを構築し、複数の気候モデルの出力を基に日本、東アジア、東南アジアにおける地域収量や生産量変

動とその不確実性を評価したところ、1991～2000 年代から 2041～2050 年までに予測される収量変化は

－10～＋10％程度と推定され、地域に適応した品種の発育特性や栽培暦が影響の程度に関与することが

示唆された。 

 

（２）農業活動等が物質循環に及ぼす影響の解明 (B22) 

ア 温室効果ガス発生抑制、土壌炭素蓄積を含む総合的な温暖化緩和策の定量的評価 

［研究の背景］ 

農耕地と農業活動は温室効果ガスの発生源となっており、特にメタン（CH4）と一酸化二窒素（N2O）

については、水田、反すう動物の消化活動、家畜排せつ物、窒素肥料の施用などが重要な発生源と考え

られている。一方、地球温暖化対策が重要性を増し、温室効果ガスの発生量の評価と排出削減への寄与

③

④

⑤⑤

⑥

 MINCER の外観と構成 

天面に装備した太陽電池と内蔵した充電池で駆動するソーラー

ファン④により、群落内の空気は吸気口①から横向きに吸引さ

れます。続いて、断熱マットを巻いた二重塩ビ管②に内蔵され

た温湿度データロガー⑦ (下図) で測定した後、塩ビ管③を通

って群落上の排気口⑤から排気されます。吸気口①の高さは三

脚⑥により調節できます。温湿度ロガー⑦は単体で計測と記録 

(15,000 点) ができ、記録データは観測終了後に USB 経由でパ

ソコンに転送します。 
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（出穂～登熟の測定期間の平
均値、エラーバーは標準誤差）

n.d. n.d. n.d.

イネ群落内の微気象を捉える自立型気象観測パッケージ「MINCER」 

INCERnet 観測水田と最寄りの気象観測点とのギャップ 

一般に最寄りの気象観測点では水田上より気温が高く観測さ

れます。またイネが感受する穂周辺の気温は、水田上の気温よ

りも低く、その差は地域によって異なることがわかります。 

 



農業環境技術研究所年報 平成 22年度 

 61 

が求められている。また、堆肥などの有機資材の投入等による農耕地土壌への炭素蓄積は、地球温暖化

対策の手法として期待されている。一方、窒素肥料や有機資材の過剰な投入は、地下水汚染や湖沼の富

栄養化の原因となり、我が国ばかりでなく東アジア地域で大きな問題となりつつある。 

そのため、本課題では、温室効果ガス発生抑制技術の定量評価、温室効果ガスの総合収支データベー

スの構築、温室効果ガスの発生量の予測モデルの開発、土壌有機物動態モデルの作成とそれを用いた土

壌炭素蓄積量の全国推計、窒素の広域循環モデルの作成とそれを用いた環境負荷の解明のための研究を

行っている。 

 

［主な成果］ 

①我が国の農耕地における温暖化緩和ポテンシャル広域評価 

農耕地への土壌炭素蓄積の効果に関して、発生する 3 つの温室効果ガスのトレードオフを考慮した総

合評価を行った。気象、土壌、土地利用変化データ、および土地利用別、都道府県別の現実的な 2 種類

の有機物投入シナリオ（BAU：直近 10 年間の増減傾向を維持、C 蓄積：堆肥や緑肥の投入量増加）の

下で、全国の農地における土壌炭素量変化、一酸化二窒素発生量、水田からのメタン発生量の推計を行

い、全てのガスを CO2 換算した総発生量は、1990 年は 13.7、2020 年は BAU で 8.1、C 蓄積シナリ

オで 6.5Tg CO2当量で、C 蓄積シナリオでは BAU よりもメタン と一酸化二窒素が増加するが、土壌

炭素減少による CO2 排出量が大きく減少するため総合的には緩和効果が大きかった。2020 年の吸収量

と 1990 年（基準年）の吸収量との差を比較すると、BAU で 560 万ｔ、C 蓄積シナリオでは 730 万

ｔCO2 当量/年の吸収となった。土壌炭素貯留などの温暖化緩和策の定量評価手法や結果は、既に我が

国の温暖化緩和策に活用されているが、本成果は一層効果的な対策の実施に資することが期待される。

平成 20～21 年度に全国 9 カ所で実施した実証試験の結果に基づいて、水管理に関するマニュアルを作

成した。本マニュアルは、中干し期間の延長による水田からのメタン発生量の削減効果を示し、農家や

普及所などの現場で利用されることが期待される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「水田からのメタン発生抑制のための水管理マニュアル」表紙 
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およそ 50 年後に想定される大気 CO2濃度（約 580 ppm）と温暖化環境（通常温度区と比べて水・地

温を 2℃上昇）を模擬した水田において 2 カ年にわたりメタン放出量を測定し、現在の環境と比べてメ

タン放出量が約 80%も増加することを明らかにした。これは気候変化が水田からのメタン発生の増加を

通して、さらなる温暖化を引き起こす「正のフィードバック」効果の一端を明らかにしたもので、水田

からのメタン発生量予測と将来の気候変化予測を行う上で有用な知見である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 土壌圏から水域への栄養塩類の流出動態の解明に基づく流域水質汚染リスク評価手法の開発 

［研究の背景］ 

農耕地への肥料や有機質資材の施用は安定した食料生産に不可欠であるが、それらに由来する窒素・

リン等の栄養塩類による水系汚染も引き起こすことから、農耕地から流出した窒素・リン等の水質汚染

リスクを的確に評価し、効果的な流出負荷低減対策を選択するための技術的知見が求められている。そ

のため、本課題では、農耕地土壌から地下水や河川などの水域にいたる窒素・リンの動きを解明し、栄

養塩類による水質汚染リスクの評価手法を開発するための研究を実施している。 

 

［主な成果］ 

①硝酸性窒素による地下水汚染に対する環境脆弱性評価 

硝酸性窒素などの農地由来の環境負荷物質の浅層地下水を通じた混合・減衰と濃度分布を面的に予測

するための GIS モデル「地域的化学物質輸送モデル・MacT(Mixing areal chemical Transport)」を開

発した。同モデルでは、台地－低地地形連鎖などの地形的特性による地下水流動方向、地下水の混合に
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イネ生育期間中の CO2・温度上昇は水田からのメタン発生量を大幅に増加させる 

高 CO2と加温によるメタン発生量の増加 

 

高 CO2（+200 ppm）と水・地温の加温（+2℃）はと

もにメタン発生量を増大させ、両者をあわせた増

加効果は約 80%にも上ることが分かりました。数

字は 1生育期間あたりの積算発生量で、2007・2008

年の平均的な値です。 

 

加温が大幅なメタン放出量の増加を引き起こす 

メカニズム 

メタンの生成は、土壌のもつ酸化容量を有機物分解の還

元容量が上回った分だけ生じます。加温によって土壌の

酸化容量は変化しない（図中①）一方、総有機物分解量

は 15％程度増加しました（図中②）。このことが、メタ

ン発生量を 40％も増大させた（図中③）原因の一つと考

えられました。 
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よる希釈や脱窒による濃度減衰が適切に評価される。同モデルを地形連鎖系小集水域に適用したところ、

観測結果と一致する分布が推定された。 

MacT と土壌中の窒素形態変化・移動と作物吸収を記述するモデル LEACHM（Hutson, 2003）を組

み合わせることにより、農地由来の硝酸性窒素による地下水汚染リスク評価システム RealN を開発し

た。これは、農地から流出した硝酸性窒素による地下水汚染リスクを、対象地域の土壌・地形的特性に

基づいて面的に予測することができるシステムである。 

関東地方の畑作地域を対象として、RealN により主要な畑作物の現況の作付状況と施肥基準をもとに

予測した地下水中硝酸性窒素濃度の面的分布は、地方公共団体による実測値とよく一致した。対象地域

では地下水中硝酸性窒素濃度が地下水環境基準値の 10 ppm を超過する確率が高く、化学肥料のみ施用

量を 50％削減しても、硝酸性窒素濃度を基準値以下に低下させることは困難なことが明らかになった。 

一方、化学肥料を 50%削減し、堆肥施用をその代替分のみに限れば（堆肥施用量は約 4 割削減）、硝

酸性窒素濃度が 10 ppm を超える確率を効果的に低減できると予測された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

農地由来の硝酸性窒素による地下水汚染リスク評価システム RealN の開発 

土地利用2と作付け

 

土地利用2と作付け

RealN で予測した負荷削減シナリ

オの地下水汚染リスク低減効果 

 

対象とした地域では、間作期間に

無施肥栽培のクリーニングクロッ

プを導入したり、化学肥料を 50%

削減し、堆肥施用をその代替分の

みに限れば、地下水中硝酸性窒素

濃度が10 ppmを超える確率を効果

的に低減することができると予測

されました。 

 

土地利用図 

 
代表的な栽培作物 
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自己評価 

大課題 B2 

(中課題 B21) 

(中課題 B22) 

評価ランク コメント  

A 

(B21：A) 

(B22：A) 

地球環境変動が農業生態系に及ぼす影響予測と生産に対するリスク

評価に関しては順調に進捗した。FACE 等の観測で得られた実証的デ

ータを基に包括的な水田生態系応答モデルを開発するとともに、高

CO2 への応答等に遺伝的変異が大きいことを明らかにした。また、簡

易収量モデルを用いてアジアの米生産量変動予測を行った。これらの

成果は、IPCC など国際的な気候変動の取組に組み込まれうるもので

あり評価できる。また、つくばみらい FACE での研究開始、高温障害

監視の多国間ネットワークの構築など、今後の研究展開のための準備

も進捗した。 

温室効果ガス発生抑制、土壌炭素蓄積を含む総合的な温暖化緩和策

の定量的評価に関しては順調に進捗した。土壌炭素貯留などの温暖化

緩和策の定量評価手法や結果は、農林水産省地球温暖化対策本部によ

る温室効果ガス排出削減・吸収効果等の試算や対策事業に活用されて

おり評価できる。また、２つの RP 統合を生かして、各分野の研究者

の結集により、国の独立行政法人らしい総合的な成果を出したもので

あり、研究管理の面からも評価できる。その他、水田からのメタン発

生抑制のための水管理マニュアル等の成果が出ている。 

栄養塩類の流出動態の解明に基づく流域水質汚染リスク評価手法の

開発に関しては、これまでの多少の遅れを回復する進捗があった。硝

酸性窒素による地下水汚染リスクの評価システムを開発し、流域に適

用したことは評価できる。なお、成果の活用が十分確認されておらず、

今後は現場活用される研究成果の創出に留意して研究を進めることが

期待される。 

 

前年度の独

法評価委員

会評価 

大課題 B2 

評価ランク コメント  

A 

地球環境変動が農業生態系に及ぼす影響予測と生産に対するリス

ク評価に関しては、全国の研究者が活用できるよう、新たな研究ニー

ズに対応した測定装置やデータベースを開発した。21 年の夏季の日

照不足に対して、早期に解析を行い研究成果を速報として広く情報提

供した点も評価できる。今後は、こうした成果を本課題の目標である

気候変動の影響予測と生産リスク評価に資する実用的な技術開発に

つなげていくことを期待する。 

温室効果ガス発生抑制、土壌炭素蓄積を含む総合的な温暖化緩和策

の定量的評価に関しても、高いレベルの研究が行われている。世界の

水田からのメタン発生量を 2,560 万トンと推計し、間断灌漑と稲わら

管理の改善により、それぞれ 410 万トンのメタンが削減可能であるこ

とを示すとともに、一酸化二窒素の削減ポテンシャルについての定量
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評価を行っている。また、堆肥施用や二毛作による作物残さすき込み

による土壌炭素蓄積効果を全国レベルで推計する等の成果をあげて

いる。引き続き、こうした温暖化緩和策を全国的に実証し、政策貢献

につなげていくことを期待する。 

栄養塩類の流出動態の解明に基づく流域水質汚染リスク評価手法

の開発に関しては、硝酸性窒素による地下水汚染の脆弱性評価図が作

成され進捗が見られる。今後は、対象地域全体の窒素負荷とその管理

についての全体像を明らかにするなど、生産現場への研究成果の還元

にむけた取組を期待する。 
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Ｃ 農業生態系の機能の解明を支える基盤的研究 

中期目標 

この研究領域においては、生態系機能の解明を加速するための長期モニタリングを実施するとともに、

農業環境インベントリー（環境資源の試資料を体系的に保存・記録・情報化する仕組み）の整備・活用

を推進する。なお、研究の推進に際しては、分析技術、情報技術等に係る多様な分野との連携及び研究

基盤・情報基盤の有効活用に留意する。 

 

１）農業に関わる環境の長期モニタリング 

中期目標 

地球温暖化や突発的な災害等による環境変化を評価し、農業資源の適切な評価と管理を行うために

は、代表的な地点における生態系の長期にわたる継続的なデータの収集と有用なデータベースの構築が

課題となっている。 

このため、農業環境の簡易・高精度測定手法の開発及び長期モニタリングを行う。 

 

中期計画 

（１）農業環境の長期モニタリングと簡易・高精度測定手法の開発 

農業環境資源の変動を早期に検知するため、農業生態系におけるベースラインとなる物理環境や二酸

化炭素・メタン等温室効果ガスフラックス及び作物・土壌中の 137Cs、210Pb 等についての長期モニタリ

ングを行う。また、作物を含む環境中の有機ヒ素等微量化学物質の分析法及びモニタリングのための簡

易・高精度測定手法の開発を行う。 

 

大課題実績（中課題実績） 

（１）農業環境の長期モニタリングと簡易・高精度測定手法の開発（C11） 

ア 地球温暖化に関する物理環境・ガスフラックスの変動の検知とモニタリング技術の高度化 

［研究の背景］ 

 地球温暖化の進行は農業生態系に様々な影響を及ぼすことが予想される。また、農作物や農耕地土壌

は CO2などの温室効果ガスを吸収・放出し、地球温暖化の進行に関与している。このような地球温暖化

と農業生態系との相互関係を理解することは、地球温暖化の将来予測と温暖化の影響評価のために重要

である。このため、本課題では、国内外の研究機関と共同で、アジア各地の農業生態系の物理環境（気

象等）、温室効果ガスフラックスのモニタリングを実施している。 

［主な成果］ 

①温室効果ガスフラックスのモニタリング 

茨城県真瀬の水田をはじめとする各サイトでモニタリングを継続し、前年度までと同程度の測定項目 

数・頻度とデータの品質を確保した。基幹サイトとして運用している真瀬サイトでは、遠隔管理システ

ムと情報共有 wiki の本格運用により観測の効率化、省力化を図った。 

茨城県つくば市真瀬の水田で行った 8 年間（2002～2009 年)の観測結果から、単作田の炭素収支の主

要項は、植物の光合成・呼吸および土壌有機物分解にともなう水田－大気間の二酸化炭素（CO2）の交

換と、収穫・作物残渣処理で、他の構成要素の寄与は小さいことを明らかにした。作付期間の正味の炭
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素吸収量（NEP）のおよそ半分が収穫時に持ち出され、残りの半分に相当する炭素量が非作付期間に有

機物分解により大気中に放出された。この結果、年間炭素収支は 8 年間の平均で-0.4±0.7 t C ha-1 y-1 (負

値は流出)と、ほぼ均衡していた。なお、地球温暖化係数を考慮すると、メタンの発生量は 1.0 t C ha-1 y-1

の CO2流出に相当し、炭素収支が均衡する水田生態系におけるメタンの温室効果ガスとしての重要性を

示した。これらの成果は、農地による炭素吸収源機能の評価のための基礎的な資料として活用できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

渦相関法のデータ処理に用いた一連の手法の普及を図るため、渦相関法の複雑なデータ処理を Web

上で容易に実行でき、結果をただちに利用できるシステムを開発・公開した。同システムは最新のデー

タ補正や品質管理方法に対応しており、専門家による種々の処理方法の効果の確認のためにも利用でき

る。 

イ 作物・土壌中における放射性物質等の長期モニタリングと微量化学物質の簡易・高精度測定手法の

開発 

［研究の背景］ 

 農業環境中の放射性物質は、大気圏核実験が盛んに行われていた 1960 年代をピークとして減少傾向

にあるが、近隣国で原子炉などの核関連施設は増加しており、原子炉事故などの緊急時に農作物の安全

性を判断するためには、平時の環境放射能の調査が必要である。また、農業環境には重金属や難分解性

有機汚染物質（POPs）などさまざまな有害物質が微量には含まれており、農作物の安全性を確保する

ためには、これらを精度よく測ることや短時間で簡易に分析することが求められている。このため、本

課題では、農作物や農地土壌に存在する放射性物質の長期モニタリングを行っている。また、我が国に

おいて食品の汚染が懸念される有機ヒ素化合物、カドミウム、残留性有機汚染物質（POPs）について、

ガスフラックスのモニタリングにもとづくイネ単作田の年間炭素収支とその年次間変動 

単作田の炭素収支構成要素の年次間変動（2002～2009 年） 

正値は水田への流入、負値は水田からの流出を表しています。有機質資材投入と作物残渣の一

部焼却は、不定期に行われています。 
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これらの農業環境中からの超微量分析方法の開発を行っている。 

［主な成果］ 

①農業環境中の放射性物質等の長期モニタリング 

基準ほ場における平成 21 年産の米・小麦及びその栽培土壌の放射性ストロンチウム（90Sr）、放射性

セシウム（137Cs）を分析したところ、平成 20 年度と同レベルであり、顕著な濃度変化は認められな

かった。 

土地利用毎の 137Cs と 210Pb の流出フラックスを茨城県桜川市のほ場において調査したところ、

137Cs 濃度はおよそ 2～7 Bqkg-1、137Cs フラックスは、10～10000 Bq 月-1 であり、両核種とも用水

による系内へのインプットが大きく、またその季節的な変化はあまり認められなかった。これに対して

畑地からのアウトプットは小さいものの、夏季にその量が高く、冬季に低くなる傾向を示した。 

129I のバックグラウンド値が高められている東海村の土壌の 129I 分析値を、民間と共同で開発し

ている ICP-MS 法により収集した。その分析値は、加速器質量分析計(AMS)による値とよい一致を見

せた(一次相関係数 r=0.999)。 

なお、平成 23 年３月に発生した東京電力福島第一原子力発電所の事故に際しては、米・小麦及びそ

の栽培土壌の放射性セシウム濃度のモニタリングデータが、平成 23 年 4 月 8 日に原子力災害対策本部

が発表した「稲の作付に関する考え方」の「（別添）水田土壌中の放射性セシウムの米への移行の指標」

の算定に活用された。 

②農業環境における化学物質の分析法の開発分析マニュアル（普及に移しうる成果：イムノクロマトキ

ットを用いた農産物のカドミウム濃度の簡易測定法） 

イムノクロマトキットを用いたカドミウム(Cd)濃度測定法を各種の農産物（コムギ、ダイズ、ホウレ

ンソウ、サトイモ、ナス）に適用するために、それぞれの品目に適した前処理や抽出法などを開発した

上で室間共同試験を実施し、妥当性を確認した。食品中のカドミウム濃度の国際基準値が定められ、コ

メより Cd 国際基準値が低く様々な夾雑物を含む畑作物について、高額分析機器を保有しない農業普及

機関などが利用できる簡易な測定法が求められているが、本手法はこれに対応するものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イムノクロマトキットを用いた農産物のカドミウム濃度の簡易測定法 

 

測定ライン

検出

0.1M塩酸抽出
1～30分(作物により異なる）
混合・しんとう。

抗原抗体
反応

抽出

蒸留水で溶出

抽出液

分離カラム

（B倍希釈）

（A倍抽出）

イムノクロマトキット（カドミエール、住化分析センター製）

測定

クロマトリーダー

精製 精製液
+EDTA緩衝液

発色強度の読みとり

濾過

他の重金属等除去

+ =Y Y
抗体 抗原

(Cd-EDTA)

精製液

イムノクロマトキットを用いた農作物中のCd濃度簡易測定手順 
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自己評価 

大課題 C1 

(中課題 C11) 

 

評価ランク コメント  

S 

地球温暖化モニタリングに関しては、順調に進捗した。各調査地点

での継続的なモニタリングを実施し、水田の二酸化炭素収支等の解明

が進展した。また、渦相関法によるデータ処理システムは関係者によ

る活用が期待される。なお、データベースの公開が進展したことは評

価できるが、その活用方法の提示、活用状況の把握が期待される。 

放射性物質のモニタリング及び微量化学物質の分析法の開発につい

ては、順調に進捗した。また、投入資源に比較して査読論文が多く公

表された。放射能モニタリングについては、Web 公開した米、麦、農

耕地土壌を対象としたセシウム濃度のモニタリングデータが、今般の

東京電力福島第一原子力発電所の事故に伴う「稲の作付に関する考え

方（平成 23 年 4 月 8 日原子力災害対策本部）」における「（別添）水田

土壌中の放射性セシウムの米への移行の指標」の算定に活用されたこ

とは高く評価できる。農業環境中の有害化学物質の分析法のマニュア

ル化も進展した。 

 

前年度の独

法評価委員

会評価 

中課題 C11 

評価ランク コメント  

A 

地球温暖化モニタリングに関しては、順調に進捗している。各調査

地点で長期観測データが着実に蓄積されるとともに、これまでのデー

タを活用した解析が行われている。今後は、データベースの公開、観

測データの意義や活用方法を国民にわかりやすく示すことが期待され

る。 

放射性物質のモニタリング及び微量化学物質の分析法の開発につい

ては、順調に進捗している。放射能モニタリングのデータの公表、４

カ国共同研究の成果として、平成 20 年度の POPs の分析法マニュア

ルを拡充した水系の有害化学物質の分析マニュアルが完成したことは

評価できる。 
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２）環境資源の収集・保存・情報化と活用 

中期目標 

野外における環境資源の調査・分析及び各種モニタリング等の研究の進展に伴い、これらの研究から

得られる標本及び情報等の資産を効率的に活用して研究の加速化につなげ、国内外における研究のイニ

シアチブを確保することが課題となっている。 

このため、環境資源の総合的なインベントリーの構築と活用手法の開発を行う。 

 

（１）農業環境資源インベントリーの構築と活用手法の開発 

中期計画 

農業環境を総合的に評価するため、マイクロ波計測や高時間分解能衛星センサ MODIS 等のリモート

センシングデータの解析技術を開発するとともに、地理情報システム（GIS）等を活用して農業的土地

利用状況の新たな把握手法や生物生息域に関する指標を開発する。また、GIS を共通のプラットフォー

ムに個別データベースを連携する手法や新たな情報の登録・収集システムを開発し、農業環境指標の策

定に資する。また、環境資源の個別データベースを拡充するとともに、深層土壌の機能評価を含む土壌

分類試案を公開し、耕地・非耕地の包括的土壌データベースを構築する。さらに、インベントリーデー

タ等を効率的に活用するため、基盤的な統計手法及びその結果の視覚化手法等を開発する。独立行政法

人農業生物資源研究所が行うジーンバンク事業について、サブバンクとして協力を行う。 

 

大課題実績（中課題実績） 

（１）農業環境資源インベントリーの構築と活用手法の開発（C21） 

ア リモートセンシング・地理情報システムを用いた農業環境資源の情報化と活用 

［研究の背景］ 

人工衛星や航空機に搭載したセンサーから対象物を計測するリモートセンシング技術やコンピュー

タを利用して各種の地理情報を扱う地理情報システム（GIS）については近年著しい進歩がみられ、土

地利用など重要な農業環境に関して、地球上のあらゆる地域に関する均質の情報、情報が乏しい地域を

含む広域の情報、最新あるいは過去からの経時的な情報等を解析し、わかりやすく表示することが可能

となっている。このため、本課題では、マイクロ波計測や高時間分解能衛星センサ（MODIS）等のリ

モートセンシングデータの解析技術や GIS 等の解析技術を活用して、農業的土地利用状況把握手法の開

発を実施している。 

 

［主な成果］ 

①農業生態系情報抽出評価のためのリモートセンシング・GIS 手法の開発 

MODIS 衛星センサにより毎日観測されるデータから作成された植生指数の季節変化曲線を用いて、

作物の生育ステージを推定する手法を開発した。この手法は、多年次にわたる作物・地域ごとの季節変

化曲線の基本形と地上調査データの対応関係を基準に、当年次の変化曲線と基本曲線とのずれから当該

年次の生育ステージを推定するものである。統計データと比較した結果、良好な推定結果が得られた。

本手法は、季節変化曲線の形状を用いるため、地域の土地利用や作物の種類に変化が少ない場合には簡

易で利用しやすい方法である。 
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②生物生息域評価のための空間構造指標の開発 

谷津田のような幅の狭い水田域は生物多様性の保全に好適なキーハビタットとされている。そこで、

幅約 100 m 以内の狭幅水田域を「枝流水田」と定義し、これを地図データから抽出する GIS 手法を、

二重線の幅を検知する技術を応用して開発した。その手法を用いて、環境省現存植生図の水田から全国

の枝流水田を地図化し、農林業統計の農業集落のうち、枝流水田が多い農業集落を示した。また、水田

と接する土地利用の接長距離を見ると、枝流水田は全国の水田面積の約 11％にすぎないが、水田周長距

離の約 33％、そして樹林-水田接長距離の約 44％を占めていることを明らかにした。さらに、枝流水田

の耕作放棄プレッシャーの指標として、枝流水田面積に対する耕作放棄地面積（以前が田の場合）の比

率を全国の集落を対象に計算した。このような GIS 手法に基づく空間指標は狭幅水田域の耕作放棄を防

止し、農村景観と生物多様性を保全する施策のターゲット地域を選択するために活用することが期待さ

れる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 総合的なインベントリーの構築と利用法の開発 

［研究の背景］ 

 農業環境に関する研究、農業環境施策の立案、土壌管理や病害虫防除などの作物生産対策等を効率的

に行うためには、土壌、微生物、昆虫などの農業環境資源に関する情報が必要である。そのため、本課

題では、土壌、微生物、昆虫などの各種のデータベースシステムの構築と高度化を行うとともに、これ

らの情報を総合的に活用するため、地理情報システム（GIS）を利用して個別のデータベースを連携す

る手法を開発している。また、土壌分類については、現在の分類体系が農耕地と林野で異なっているこ

とから、両者を包括する土壌分類試案の策定を進めている。さらに、インベントリーデータ等を効率的

に活用するため、全国をカバーする均質な情報を収集・整備し、農業活動が環境へ及ぼす影響を全国一

律の視点で評価できる指標（農業環境リスク指標）の策定を進めるとともに、基盤的な統計手法及びそ

の結果の視覚化手法等を開発している。 

「谷津田」に代表される枝流水田の分布状況の空間指標としての役割 

 

枝流水田面積/水田面積 

 

耕作放棄地面積*/枝流水田面積 

 

（*以前が田の場合） 

枝流水田の多い集落（左）と耕作放棄プレッシャーの高い集落（右） 

枝流水田の多い集落、あるいは耕作放棄地が多い集落は全国に見受けられます。 

（※凡例にない色のところは、水田(右図の場合は枝流水田)がない集落を表す。） 
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［主な成果］ 

①包括的土壌分類試案の策定（普及に移しうる成果：全国土を詳細に区分できる包括的土壌分類第１次試案） 

平成 21 年度に作成した包括的土壌分類素案を基に「包括的土壌分類 第１次試案」を作成・公表した。

これまで、我が国では農耕地、林野毎に土壌分類法が作成されており、農耕地と林野が入り組んだ地域

の農業・環境問題に関わる機能評価等に支障があったが、この包括土壌分類 1 次試案を用いて土壌を分

類し、土壌統群ごとの分布を地図化することで多様な環境研究や行政ニーズに答えるための土壌図を提

供できる。例えばこの土壌図と、包括 1 次試案により類型化・指標化した炭素貯留機能、水質・大気浄

化機能、土壌汚染リスク、外来植物侵入リスクなどの結果とを組み合わせることで、市町村レベルでの

農業・環境問題に対して具体的な提言をすることが可能となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②昆虫インベントリーの公開 

（普及に移しうる成果：昆虫データベース統合インベントリーシステム） 

本研究所に所蔵されている昆虫類の資料の利活用を促進するためのインベントリーフレームを作成

し、公開した。本システムを介して当所に保管されている昆虫標本情報を主体とするデータベースに含

まれるさまざまな情報の検索・閲覧が可能になった他、昆虫類の調査・研究に役立つ資料にもアクセス

できる。 

 

③農業環境インベントリーの整備・拡充 

（普及に移しうる成果：気象、土壌、農地利用、温室効果ガスに関する情報をまとめて取得できる 

Web システム（注）） 

 （注）B21a、B22ab、C21b の共同の成果である。 

 

土壌から直接取り出した DNA（eDNA)に基づく土壌の生物性の情報と、土壌理化学性の情報とを併

せて蓄積した「農耕地 eDNA データベース（eDDASs: eDNA Database for Agricultural Soils）」を開

全国土を詳細に区分できる包括的土壌分類第 1次試案 

 

 包括 1次試案による筑波山周辺の土壌図 

包括 1 次試案を用いると農耕地と林野を区

別することなく土壌図を作成することがで

きます。 

（白色部分は市街地、建造物、及び未調査地） 
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発した。これまで解析が困難であった土壌の生物性（細菌、糸状菌、線虫の種類）について、PCR-DGGE

（変性剤濃度勾配ゲル電気泳動）により eDNA のバーコードとして視覚化された情報が登録されている。

統一した解析手法（土壌 eDNA 解析マニュアル）でデータを収集することで、サンプル間の相互比較が

できる。本データベースは、Web 上で誰もが閲覧でき登録できるシステムであり、今後、全国の土壌関

係の研究者の活用と情報量の増加が期待される。 

本研究所に所蔵されている昆虫類の一次・二次資料の利活用を促進するためのインベントリーフレー

ムを作成し、公開した。本システムを介して当所に保管されている昆虫標本情報を主体とするデータベ

ースに含まれるさまざまな情報の検索・閲覧が可能になった他、昆虫類の調査・研究に役立つ資料にも

アクセスできるようになった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

昆虫データベース統合インベントリーシステム 

昆虫インベントリー統合データベースシステムのポータル画面 
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本研究所で収集・整備した気象、土壌、農地利用、温室効果ガスに関するデータ類をまとめて手軽に

取得することができる web システムを作成し公開した。利用者は、基準地域メッシュ（1km メッシュ）

及び測定地点単位でこれらの情報を取得できる。複数の農業環境情報の横断的な利用が容易に行え、

様々な分野での活用が期待される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 22 年４月に公開した「土壌情報閲覧システム」のコンテンツ拡充のため、土壌の物理的性質デ

ータベース（SolphyJ）の作成を行った。 

 

 

 

 

 

気象、土壌、農地利用、温室効果ガスに関する情報をまとめて取得できる web システム 

複雑な操作は不要です。データ

がほしい地域と欲しい項目にチ

ェックを入れるだけの単純な操

作で、必要なデータを取得でき

ます。地域がわからない場合は

地図から選ぶこともできます。 

 

収穫量と温室効果ガス排出量

のバランスを考慮した営農指導

への利用など、主に農業試験場

や大学等の研究機関、農業関

連の調査、分析等を行う民間会

社等での活用が期待されます。 

実際の画面と使い方 

実際の活用イメージ 
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自己評価 

大課題 C2 

(中課題 C21) 

 

評価ランク コメント  

A 

リモートセンシング・GIS の活用手法の開発に関しては、順調に進

捗した。MODIS 衛星センサのデータから作物の生育ステージの推定、

第２期の成果を中心としたリモートセンシング・GIS・GPS のガイド

ブック刊行等は評価できる。また、投入資源に比較して査読論文が多

く公表された。海外研究機関等との広い連携は評価できるが、所内の

他分野との連携の強化も期待する。 

 

前年度の独

法評価委員

会評価 

大課題 C2 

 

評価ランク コメント  

A 

リモートセンシング・GIS の活用手法の開発に関しては、概ね順調

に進捗している。新規 SAR 衛星データをイネ収量評価につなげるため

の新知見を得ており評価できる。今後は、地球温暖化対策研究や生物

多様性研究と連携しつつ、こうした成果を広く活用していくことを期

待する。 

総合的なインベントリーの構築に関しては、順調に推移している。

特に、全国の農耕地土壌に関する情報を Web 上で閲覧できるシステム

として構築し、22 年 4 月に公開することとした点は評価できる。平成

20 年度には遅れが見られた包括的土壌分類試案の策定のための作業

は、加速化され中期計画に即した進捗に回復した。今後は農業環境リ

スク指標の開発に向けて、これらの成果を発展させていくことを期待

する。 

 

 

 

 


